
【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東北財務局長

【提出日】 2022年２月10日

【四半期会計期間】 第145期第３四半期(自 2021年10月１日 至 2021年12月31日)

【会社名】 東洋刄物株式会社

【英訳名】 TOYO KNIFE CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　　 清　野　芳　彰

【本店の所在の場所】 宮城県富谷市富谷日渡34番地11

【電話番号】 022（358）8911

【事務連絡者氏名】 執行役員管理部次長　　　 保　原　晶

【最寄りの連絡場所】 宮城県富谷市富谷日渡34番地11

【電話番号】 022（358）8911

【事務連絡者氏名】 執行役員管理部次長　　　 保　原　晶

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

EDINET提出書類

東洋刄物株式会社(E01376)

四半期報告書

 1/21



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第144期

第３四半期
連結累計期間

第145期
第３四半期
連結累計期間

第144期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 3,375 3,765 4,599

経常利益 (百万円) 71 790 100

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円) 56 390 114

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 81 426 144

純資産額 (百万円) 1,875 2,335 1,938

総資産額 (百万円) 6,016 6,685 6,124

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 39.44 272.64 79.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.1 34.9 31.6
 

 

回次
第144期

第３四半期
連結会計期間

第145期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純損失（△） (円) △1.88 △194.16

 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　 ２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

　　４．第145期第３四半期連結累計期間の経常利益及び親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益の大幅な増加

は、持分法による投資利益の計上によるものであります。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下の通りであります。

 
（機械刃物及び機械・部品）

　第２四半期連結会計期間において、製品の製造・販売を行う事を目的として、2021年７月13日に中国杭州市におい

て杭州東洋精密刀具有限公司を新規設立しております。

　なお、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等の観点からみて小規

模であり、かつ全体的にも重要性に乏しく、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理

的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

　また、当社は持分法適用関連会社であった東洋鋼業株式会社の有償減資に応じて、2021年12月20日付で当社が保有

する同社の全株式を譲渡したため、当第３四半期連結会計期間より同社を持分法適用の範囲から除外しております。

　この結果、2021年12月31日現在では、当社グループは、当社、連結子会社２社、非連結子会社１社により構成され

ることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」）による緊急事

態宣言も2021年９月末には解除され、新規感染者数も減少傾向で推移するなか、さまざまな活動制限も緩和されるな

ど回復基調で推移したものの、感染症の新たな変異株の出現が与える影響については不確実性が高く、感染症が再拡

大する懸念もあることから、依然として先行き不透明な状況は継続しております。海外経済は一部の先進国で物流や

労働市場等における供給制約の影響は見られるものの総じて回復基調で推移しました。

製造業におきましては、感染症による部品供給の停滞や世界的な半導体不足、また、原材料価格の高騰が影響した

ものの、国内外の設備投資需要を背景に回復基調で推移し、全体を押上げました。

こうした状況のなか、当社グループにおいて当連結会計年度は、2021年５月14日に発表いたしました見直し後の中

期経営計画（期間：2020年4月～2023年3月）の2年目であり、工業用機械刃物及び産業用機械・部品においては、高付

加価値、高精度精密製品を最重要戦略品種と位置づけ営業活動を積極的に展開したほか、増産計画に対応した設備投

資や生産性向上のための生産方式見直しにも取り組んでまいりました。また一定の下押し要因があるなかでも経済の

回復基調にともなう設備投資の増加などを背景に、受注環境が好転し、主力製品である産業用機械及び部品を中心

に、総じて旺盛な需要を取り込みました。緑化造園は、前連結会計年度末の未成工事高が売上高に反映され、主力の

管理業務は堅調に推移いたしました。その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は、37億65百万円（前年

同四半期11.6％増）となりました。損益面におきましては、売上高が増加したことに加え、受注増加による量産効果

や生産性向上のほか、業務改善による各種経費削減が反映され、営業利益２億20百万円（前年同四半期比92.3%増）、

また大韓民国金浦市に所在する当社の持分法適用会社であった東洋鋼業株式会社が保有する固定資産を売却したこと

により持分法による投資利益を営業外収益に計上したことで、経常利益７億90百万円（前年同四半期は71百万円）、

東洋鋼業株式会社が行なう有償減資に応じて、当社が保有する全株式の譲渡により関係会社株式売却損を特別損失に

計上したことで、親会社株主に帰属する四半期純利益３億90百万円（前年同四半期比591.3%増）となりました。

なお、当連結会計年度において、持分法による投資利益と関係会社株式売却損を踏まえて当期純利益を計上できる

見込みであり、加えて足元の受注状況も勘案のうえ2021年11月９日に当連結会計年度の業績予想の修正と配当予想の

修正（増配）をしております。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

ア）機械刃物及び機械・部品

当セグメントにおきましては、経済の回復基調にともなう設備投資需要を背景に、主力製品である産業用機械及び

部品を中心に総じて需要は旺盛であり、売上高34億21百万円（前年同四半期11.1%増）、セグメント利益４億52百万円

（前年同四半期比41.8%増）となりました。

イ）緑化造園

当セグメントにおきましては、前連結会計年度末の未成工事高が売上高に反映され、加えて主力の管理業務の新規

受注や造園工事の受注などが堅調に推移し、売上高３億44百万円（前年同四半期比16.9 %増）となり、セグメント利

益は45百万円（前年同四半期比42.3%増）となりました。
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流動資産は、前連結会計年度末に比べて14.5％増加し、47億94百万円となりました。これは主として現金及び預金

並びに東洋鋼業株式会社の株式譲渡対価としての未収入金が増加したことによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて2.5％減少し、18億90百万円となりました。これは主として建物及び構築物

並びにリース資産の増加があったものの、関係会社株式の減少があったことなどによるものです。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて9.2％増加し、66億85百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて28.5％減少し、21億97百万円となりました。これは主として短期借入金の

減少などによるものです。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて93.5％増加し、21億51百万円となりました。これは主として長期借入金の

増加などによるものです。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて3.9％増加し、43億49百万円となりました。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて20.5％増加し、23億35百万円となりました。これは主として利益剰余金

の増加などによるものです。

 

（2）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は52百万円であります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

(東洋鋼業株式会社の株式譲渡に関する契約）

１．株式譲渡の理由

東洋鋼業は当社の持分法適用関連会社として、大韓民国での工業用機械刃物の輸入禁止措置の可能性に対す

る半製品の安定供給を目的とし1976年に設立されました。木材関連用の刃物を主に供給してきましたが、東日

本大震災により当社の主力工場が甚大な被害を受け供給に問題が生じることとなりました。東日本大震災以降

も鉄鋼用刃物関連を主に供給してきましたが、東洋鋼業の将来的な発展を考慮した結果、当初の合弁目的は一

定程度達成されており、大韓民国企業の単独資本下においてより迅速な意思決定が企業価値の向上につながる

と判断いたしました。当社においても、中期経営計画に基づく成長戦略のなかで資本効率を考慮した結果、東

洋鋼業の本社及び工場の移転に伴う費用負担を織り込んだ譲渡価格を受け入れ、早期に当社の保有株式を処分

することが企業価値の向上に資すると判断いたしました。以上の検討を経て、東洋鋼業の行う有償減資に応じ

て株式譲渡することを決定いたしました。

２．東洋鋼業株式会社の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（契約締結日時点）

(１) 名称 東洋鋼業株式会社

(２) 所在地 大韓民国京畿道金浦市陽村邑大浦産団路88

(３) 代表者の役職・氏名 代表理事（副社長）蘚泰成

(４) 事業内容 工業用機械刃物製造業

(５) 資本金 300百万韓国ウォン

(６) 設立年月日 1976年12月

(７) 大株主及び持分比率 東洋刄物株式会社　48.3％　株式会社裕華　51.7％
 

３．株式譲渡の相手先の名称

東洋鋼業株式会社

４．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式数の状況

(１) 異動前の所有株式数 普通株式　28,980株（議決権所有割合：48.3％）

(２) 譲渡株式数 普通株式　28,980株

(３) 譲渡価額 東洋鋼業の普通株式　3,506百万ウォン（321百万円）

(４) 異動後の所有株式数 普通株式　０株（議決権所有割合：０％）
 

  ※（）内の円貨額は2021年12月31日の為替レートで換算しております。

５．株式譲渡契約締結日

2021年10月29日

６．有償減資効力発生日並びに合弁解消日

2021年12月20日

 
(非連結子会社に対する債務保証に関する契約）

１．契約会社名

　東洋刄物株式会社（当社）

２．相手先の名称

　みずほリース株式会社

３．債務保証の内容

　非連結子会社である杭州東洋精密刀具有限公司の機械設備の延払売買契約に対する連帯保証

４．債務保証金額

　135百万円

５．契約期間

　物件受領後７年間

　なお、物件の受領は2022年３月を予定しております。

６．契約締結日

　2021年11月10日
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,865,900 1,865,900
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は100株であります。

計 1,865,900 1,865,900 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年12月31日 ― 1,865,900 ― 700 ― 194
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。
2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 431,900
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,431,400
 

14,314 ―

単元未満株式 普通株式 2,600
 

― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 1,865,900 ― ―

総株主の議決権 ― 14,314 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権の数３個)

含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式69株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋刄物株式会社

宮城県富谷市富谷日渡34
番地11

431,900 ― 431,900 23.15

計 ― 431,900 ― 431,900 23.15
 

 

２ 【役員の状況】

前連結会計年度有価証券報告書提出日後、当第３四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 役職の異動

 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役 取締役管理部長 久保　雅義 2021年12月16日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,047 2,172

  受取手形及び売掛金 1,001 -

  受取手形、売掛金及び契約資産 - ※３  1,072

  電子記録債権 429 ※３  475

  製品 153 143

  仕掛品 224 320

  原材料及び貯蔵品 311 252

  その他 20 358

  貸倒引当金 △0 △1

  流動資産合計 4,186 4,794

 固定資産   

  有形固定資産   

   機械装置及び運搬具（純額） 565 530

   その他（純額） 911 1,038

   有形固定資産合計 1,477 1,568

  無形固定資産 27 21

  投資その他の資産   

   関係会社株式 118 -

   投資その他の資産 315 300

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 433 300

  固定資産合計 1,938 1,890

 資産合計 6,124 6,685

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 570 ※３  684

  短期借入金 2,147 1,037

  未払法人税等 16 27

  賞与引当金 66 68

  その他 274 ※３  380

  流動負債合計 3,074 2,197

 固定負債   

  長期借入金 - 1,035

  退職給付に係る負債 1,040 1,016

  デリバティブ債務 25 -

  その他 46 100

  固定負債合計 1,111 2,151

 負債合計 4,186 4,349
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 700 700

  資本剰余金 354 354

  利益剰余金 1,659 2,020

  自己株式 △612 △612

  株主資本合計 2,102 2,463

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 19 6

  繰延ヘッジ損益 △25 -

  為替換算調整勘定 2 -

  退職給付に係る調整累計額 △162 △137

  その他の包括利益累計額合計 △166 △130

 非支配株主持分 2 2

 純資産合計 1,938 2,335

負債純資産合計 6,124 6,685
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 3,375 3,765

売上原価 2,512 2,719

売上総利益 862 1,046

販売費及び一般管理費 747 826

営業利益 114 220

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 3 3

 持分法による投資利益 - 575

 固定資産賃貸収入 9 10

 補助金収入 2 9

 その他 5 7

 営業外収益合計 20 605

営業外費用   

 支払利息 23 23

 持分法による投資損失 13 -

 その他 26 12

 営業外費用合計 64 36

経常利益 71 790

特別利益   

 投資有価証券売却益 1 -

 役員退職慰労金返上益 6 -

 特別利益合計 8 -

特別損失   

 投資有価証券清算損 2 -

 関係会社株式売却損 - 353

 特別損失合計 2 353

税金等調整前四半期純利益 76 437

法人税、住民税及び事業税 14 46

法人税等調整額 5 △1

法人税等合計 20 45

四半期純利益 56 391

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 56 390
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 56 391

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 6 △12

 繰延ヘッジ損益 - 25

 退職給付に係る調整額 23 25

 持分法適用会社に対する持分相当額 △4 △2

 その他の包括利益合計 24 35

四半期包括利益 81 426

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 81 426

 非支配株主に係る四半期包括利益 0 0
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結会計期間において、東洋鋼業株式会社の全株式を譲渡したため、持分法適用の範囲から除外して

おります。

 

(会計方針の変更等)　

当第３四半期連結累計期間

（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（1）収益認識に関する会計基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによる主な変更点は以下の

とおりです。

①据付を要する製品に係る収益認識

従来、機械刃物及び機械・部品事業の顧客との契約の中で当社が据付の義務を負う製品について、国内販売におい

ては製品の据付が完了した時点で収益を認識しておりましたが、製品を出荷した時点で収益を認識する方法に変更し

ております。また、輸出販売においては、製品部分は船積時、据付に係る役務部分は据付完了時に収益を認識してお

りましたが、製品の引き渡しと当該製品の現地での据付作業を単一の履行義務として識別し、インコタームズ等で定

められた貿易条件（以下、貿易条件という。）に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識する方法に変

更しております。

②輸出販売に係る収益認識

従来、機械刃物及び機械・部品事業の輸出販売においては製品の船積時に収益を認識しておりましたが、貿易条件

に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識することとしております。

③一定期間にわたり充足される履行義務

従来、緑化造園事業に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その

他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、少額かつごく短期な工事を除き、履行義務を充足するに

つれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しています。

なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定できる場合は、見積総原価

に対する実際原価の割合（インプット法）または契約上の総出来高に対する実際出来高の割合（アウトプット法）で

算出しております。少額かつごく短期な工事については完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどす

べての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

収益認識会計基準等の適用による、当第３四半期連結累計期間の損益及び期首利益剰余金に与える影響は軽微であ

ります。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示すること

としました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表

示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生

じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 
（2）時価の算定に関する会計基準

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。
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(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り)

　感染症の影響につきましては、当連結会計年度末までは一定程度継続し、緩やかに回復しながら収束すると仮定し

て、会計上の見積りを行っております。これらの会計上の見積りに用いた仮定は、前連結会計年度有価証券報告書の

（重要な会計上の見積り）の記載から重要な変更はありません。

　なお、四半期連結財務諸表作成時点において入手可能な情報に基づいた最善の見積りを行っているものの、その性

質上、見積りに用いた仮定には不確実性があるため、感染症の収束時期やその経済環境への影響が変化した場合に

は、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務

　非連結子会社のリース債務に対し、債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

杭州東洋精密刀具有限公司 ―百万円 135百万円
 

 
２ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形割引高 97百万円 81百万円

受取手形裏書譲渡高 11百万円 12百万円
 

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

等を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形 ―百万円 12百万円

電子記録債権 ―百万円 14百万円

支払手形 ―百万円 51百万円

設備支払手形
（流動負債「その他」に含む）

―百万円 12百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 166百万円 158百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 28 20.0 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

　後となるもの

　　該当事項はありません。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 28 20.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

　後となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 （単位：百万円）

 

報告セグメント

機械刃物及び機械・部品 緑化造園 計

売上高    

  外部顧客への売上高 3,080 294 3,375

 セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― 0 0

計 3,080 294 3,375

セグメント利益 319 31 351
 

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 （単位：百万円）

利　益 金　額

報告セグメント計 351

セグメント間取引消去 0

全社費用（注） △237

四半期連結損益計算書の営業利益 114
 

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 （単位：百万円）

 

報告セグメント

機械刃物及び機械・部品 緑化造園 計

売上高    

  外部顧客への売上高 3,421 344 3,765

 セグメント間の内部売上高
　又は振替高

0 0 0

計 3,421 344 3,766

セグメント利益 452 45 497
 

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 （単位：百万円）

利　益 金　額

報告セグメント計 497

セグメント間取引消去 0

全社費用（注） △278

四半期連結損益計算書の営業利益 220
 

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

なお、当該変更による影響は軽微であります。

 
(収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

 
収益認識の時期 （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計機械刃物及び
機械・部品

緑化造園

一時点で移転される財又はサービス 3,421 47 3,469

一定期間にわたり移転する財又はサービス ― 296 296

顧客との契約から生じる収益 3,421 344 3,765

外部顧客への売上高 3,421 344 3,765
 

 
主要な市場 （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計機械刃物及び
機械・部品

緑化造園

日本 3,116 344 3,460

海外 305 ― 305

顧客との契約から生じる収益 3,421 344 3,765

外部顧客への売上高 3,421 344 3,765
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益 39円44銭 272円64銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 56 390

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
（百万円）

56 390

普通株式の期中平均株式数(株) 1,433,931 1,433,931
 

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年２月10日

東洋刄物株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人

仙台事務所
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 神　　宮　　厚　　彦  
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 成　　田　　孝　　行  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋刄物株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋刄物株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい
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る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以  上

　
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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